
開発行為により設置される公園・緑地（公共用地）の管理協定について

　町内会へ管理引継ぎ又は開発地への住宅が立ち並び地域コミュニティが形成され

次第（分譲地区画の７割越えた場合）管理を引継ぎ、もしくは、市帰属後３年経過後

に町内会又は地域住民(代表者)に引継ぎする。

（管理協定及び引継ぎの届出書･････開発者が都市計画課へ提出）

　

管理協定
(事前協議時)

管理協定の基本的な流れ

　都市計画法２９条に基づく非自己用の開発行為により設置する公園緑地については、市へ帰属す
ることになりますが、地域の住民がより利用しやすく、地域まちづくりの拠点として活用できるよ
う、地域住民や町内会等と日常の管理を主体とする管理協定を締結することを基本とする。

管理協定フロー

※この協定は、今後新たに帰属される公園緑地に適用。

お知らせ看板の設置（開発者）
※管理者の連絡先等

管理協定の締結

由利本荘市

由利本荘市

開発者

町内会 又は
地域住民(代表者)

管理協定

開発行為
３２条協議

開発行為 完了後
市へ帰属

分譲区画 ７割超え
又は

帰属後３年経過

【随時】 町内会と管理
協定が可能となり次第

（代表者の選出）
地域住民より公園管理
の代表者を決める。

協 議

開発者と市
管理協定 の締結

（作成書類）

●様式 （その１）（開発者用）

販売時
購入者から同意を貰う

（開発者→購入者）
（作成書類）

●様式 （その４）（地域住民同意書）

管理代表者 と 市
管理協定の締結

（作成書類）
●様式 （その２）（地域住民用）
●様式 （その３）（市へ引継ぎの届け）
●【添付】様式（その４）（地域住民同意書）

町内会 と 市
管理協定 の締結

（作成書類）
●様式 （その２）（地域住民用）
●様式 （その３）（市へ引継ぎの届け）

① 町内会等と管理協定

が可能な場合

町内会 と 市
管理協定 の締結

（作成書類）
●様式 （その２）（地域住民用）

町内会等と管理協定が可能か？

② 町内会等 と 管理協定

が出来ない場合

町内会 と 市
管理協定 の締結

（作成書類）
●様式 （その２）（地域住民用）

はいいいえ

【随時】 町内会と管理
協定が可能となり次第

開発者管理から
地域住民管理に移行

開発行為 完了後
市へ帰属


